
独立行政法人国際協力機構

契約担当役　理事

調達管理番号

調達件名

契約形態

履行期間 ～ 2027年3月31日

業務の目的

業務内容

特定者

応募要件
　■基本的要件

　■その他個別要件

参加意思確認書の提出 (1)期限 2024年2月1日 正午まで

(2)提出書類

(3)提出方法

審査結果の通知 (1)通知日

(2)通知方法

業務委託契約（単価契約）

2024年4月1日

「国際緊急援助隊の派遣に関する法律」に基づき派遣される国際緊急援助隊の派遣手続
きを迅速かつ円滑に実施するため、平時から緊急航空輸送の手配等に対応できる体制を
構築し、派遣時に係る緊急航空輸送の手配、結団式及び解団式及びチェックインを円滑
にできるよう必要な業務を行う。

業務仕様書のとおり

IATA（国際航空運送協会）公認代理店の認可を取得していること

令和04・05・06年度全省庁統一資格で、「役務の提供等」の資格を有すること（等級は
問わない）

日本国で施行されている法令に基づき登記されている法人であること

①参加意思確認書
②公募参加資格及び応募要件に求められる実績等を証明する資料（PDF)

特定者は、2017年度～2019年度、2020年度、2021年度、2022年度、2023年度の過去の契
約において、いずれも一者応札により業務を請け負っている。

当機構の契約事務取扱細則（平成15年細則（調）第8号）第4条にかかる以下のいずれに
も該当しないこと
(1)当該契約を締結する能力を有しない者
(2)破産手続き開始の決定を受けて復権を得ない者
(3)独立行政法人国際協力機構反社会的勢力への対応に関する規程（平成24年規程(総)第
25号）第2条第1項の各号に掲げる者
(4)独立行政法人国際協力機構契約競争参加資格停止措置規程（平成20年規程(調)第42
号）に基づく契約競争参加資格停止措置を受けている者

公示

2024年1月12日

　参加意思確認公募とは、該当の業務を唯一履行できると特定した者（以下「特定者」という。）との随意契約を想
定する契約について、調達手続きの透明性、競争性を確保するため、機構が特定者のほかに契約を実施可能で、参加
の意思がある者の有無を確認する制度です。

　期限までに本公募への応募者がいなければ、機構は特定者を契約相手方として手続きを開始します。応募者がいる
場合、機構は応募者が応募要件を満たすかを審査し、満たしている場合は特定者と当該応募者間の指名競争手続き又
は一般競争手続きに移行します。

24a00014

2024-2026年度国際緊急援助隊派遣に係る緊急航空輸送等手配業務（単価契約）

電子メールによる
メール件名：【提出】（調達管理番号）_（法人名）_参加意思確認書

2023年2月7日

電子メールによる



応募要件を満たさない場合
の理由請求

(1)期限 2024年2月13日 正午まで

(2)請求方法

(3)回答方法

情報の公表について

その他

以上

(1)提出期限を過ぎて提出された参加意思確認書等は無効とします。
(2)参加意思確認書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とします。
(3)提出された参加意思確認書当は返却しません。
(4)機構は提出された参加意思確認書等を、参加意思確認書等の審査の目的以外に提出者
に無断で使用しません。
(5)提出期限以降における参加意思確認書の差替え及び再提出は認めません。
(6)審査の結果、応募要件を満たさなかった者は、書面によりその理由について説明を求
めることができます。
(7)公募の結果、競争手続き（指名競争入札又は一般競争入札（総合評価落札方式））に
移行する場合の日時、場所等の詳細は、応募要件を満たす者及び特定者に対して、別途
連絡します。
(8)予算その他機構の事情により、当該手続きを中止する場合があります。

契約担当部署
（問い合わせ先）

本競争への参加を以て、選定結果情報、契約情報（法人、個人、団体名（共同企業体を
結成する場合は共同企業体の構成員も同様）を含む）の公表に同意したものとみなしま
す。
機構の契約に関する情報の公表の基本方針は下記ウェブサイトの通りです。
「公共調達の適正化に係る契約情報の公表について」
https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/corporate.html

調達・派遣業務部調達推進第一課

電子メールによる
メール件名：【提出】（調達管理番号）_（法人名）_理由請求

電子メールにより10営業日以内を目途に回答

電話番号：03-5226-6641

メールアドレス：outp1@jica.go.jp


